
様式第１号（第６条関係） 

補助事業認定申請書 

 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

（宛先）幸田町長 

 

申請者 本社所在地 〇〇県〇〇市〇〇町〇〇〇番地 

会社等の名称 〇〇〇〇株式会社 

代表者職氏名 代表取締役  〇〇〇〇 

担当者（職・氏名） 総務課長  〇〇〇〇 

連絡先 （〇〇〇〇）〇〇－〇〇〇〇 

 

幸田町企業再投資促進補助金の補助事業の認定を受けたいので、幸田町企業再投資促進補

助金交付要綱第６条第１項の規定により、立地企業事業計画書のとおり申請します。 

 

 

添付書類 

⑴ 補助事業により主に製造又は研究する製品を説明する資料 

⑵ 今後（５年間）の事業の見通しを説明する資料 

⑶ 法人に係る登記事項証明書、定款及びパンフレット 

⑷ 貸借対照表、損益計算書、事業報告又はこれらに準ずるもの（直近の２事業年度分） 

⑸ 納税証明書（法人町民税及び固定資産税・都市計画税）及び滞納がない旨の証明書 

⑹ その他町長が必要と認める書類 

 ・家屋・償却資産の明細 

 ・位置図、配置図、平面図、立面図 

 ・認定申請企業の財務状況について、基準以下項目に関する理由書 

 ・申立書 

 ・常用雇用者リスト    など 

 

 

 



立地企業事業計画書 

 

本社所在地 〇〇県〇〇市〇〇町〇〇〇番地 

会社等の名称（＊） 〇〇〇〇株式会社 

代表者職氏名 代表取締役  〇〇〇〇 

担当者（職・氏名） 総務課長  〇〇〇〇 

連絡先 （〇〇〇〇）〇〇－〇〇〇〇 

 

１ 会社等の概要 

主たる業種（日本標準産業分類） 中分類：輸送用機械器具製造業 

資本金 〇〇〇円 総従業員数 〇〇〇人 

企業規模 ① 大企業   ② 中小企業 

立地年（愛知県） 昭和〇〇 年 立地年（幸田町） 昭和〇〇 年 

幸田町での立地場所（常用雇用者数） 幸田町大字〇〇字〇〇〇番地（〇〇人） 

※・企業全体の情報を記載してください。 

  ・総従業員数は、会社の人数（パート、契約社員を含む）を記載してください。 

  ・常用雇用者とは、工場等を主たる勤務地とし、労働基準法の規定に基づく解雇の予告を必要

とするものであり、かつ雇用保険法・厚生年金保険法及び健康保険法の被保険者です。（派

遣労働者、請負労働者、出向者、外国人技能実習生は含みません。） 

  ・幸田町での立地場所（常用雇用者数）について、町内に複数の拠点がある場合は、行を追

加して拠点毎に記載してください。 

 

２ 新設又は増設する工場等の概要 

立地場所（＊） 幸田町大字〇〇字〇〇〇番 外 〇〇筆 

立地形態 ① 工場   ② 研究所 

投資形態 

① 新規立地（新たに土地を取得して工場等を新設する場合） 

② 新設（既設の工場内及び隣接地を取得して建物を新設する場合） 

③ 増設（既存の建物に新しい建物を増築する場合） 

④ 設備一新（既存の工場等の設備を一新・新設する場合） 

対象分野（＊） 自動車関連分野／西三河地域集積業種（機械・金属関連） 

業種（日本標準産業分類） 
中分類：輸送用機械器具製造業 

小分類：311 自動車・同付属品製造業 

建築概要等（位置図、敷地図、

建築図面等を添付のこと。）

敷地面積 〇〇〇〇．〇㎡ 

建築面積 〇〇〇．〇㎡ 延床面積 〇〇〇．〇㎡ 

土地を除く固定資産取得費用

（明細添付のこと。） 

合計 〇〇〇千円 

家屋 〇〇〇千円 償却資産 〇〇〇千円 

操業時常用雇用者数 
新設又は増設する工場の常用雇用者数：〇〇人 

幸田町での常用雇用者数：〇〇人 

操業５年後常用雇用者増加数 

新設又は増設する工場の常用雇用者増加数：〇〇人 

（うち新規雇用：〇〇人） 

幸田町での常用雇用者増加数：〇〇人 

予

定 

工事着手日 令和〇年〇月〇日 工場等しゅん工年月 令和〇年〇月〇日 

操業開始年月 令和〇年〇月〇日 支払完了年月 令和〇年〇月〇日 

事業概要（補助事業により主に製造

又は研究する製品の内容等）（＊） 

自動車〇〇〇部品の製造 

※20 文字以下を目安に記載 



 

 

県の他の補助金の申請 

※有の場合は（）にその内容を記載 
① 有（            ） ② 無 

敷地内で過去に県補助金及び幸田町の優遇措置

を受けた企業グループ（自社を含む）の工場等 
① 有   ② 無 

（＊）の記載事項は、審査会で採択された場合に公表されます。 

※・立地場所は原則として、建築確認申請書と合わせてください。 

  ・固定資産取得費用は、千円単位で記載してください。 

  ・幸田町での常用雇用者数については、町内にある全ての工場での常用雇用者数を記載して

ください。 

  ・操業開始年月は、補助対象資産が全て納品され、稼働する時期を記載してください。 

 


